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住民基本台帳ネットワークシステムの活用による住所変更等の届出の省略等について  

【現状】現在、住基ネットから本人確認情報の提供を受けて活用している事項   

（1）20歳到達者情報の取得による国民年金の加入勧奨∫職権適用（平成15年4月～）  
（2）裁定請求の際の住民票の写しの添付省略（平成15年10月～）  
（3）年金受給者の生存確認による現況届の省略（平成18年10月～（12月生月者から省略の対象））  

j  
【今回の改正事項】住基ネットの利用拡大（住民基本台帳法及び国民年金法等の改正）  

（1）国民年金の未加入者対策（平成19年度～）  
34歳に到達した者の本人確認情報を住基ネットから取得し、国民年金が適用されていない者（未加入   

者）に対して資格取得届出の勧奨等を行う。  

（2）国民年金、厚生年金等の被保険者等の住所変更等の届出の省略（平成23年4月～）  
現在、国民年金、厚生年金等の被保険者・年金受給権者の住所等が変更になった場合には、市町村又は   

事業所を通じて届け出ていただいている。これについて住基ネットから被保険者・年金受給者の本人確認   

情報を取得し、年金公法人において記録を変更することにより、住所変更等の届出が不要となる。   

※住民基本台帳法では、住基ネットからの本人確認情報の提供先と提供目的（事務）を法律上限定していることから、   

同法を改正。また、大半の被保険者・年金受給者の住所変更等の届出を不要とするため、国民年金法等を改正。  

廃止する届出の種類・割合（粗い試算）  ※数値は、「処理データ量」も含まれ、正確な件数ではない。  

社会保険庁へ  年金受給権者現況届  い∴；、霊射さ霊たi三㌣ノパ1グ   タ；だてこ取崇耕  算定基礎届   賞与等支払届  

の申請・届出  平成18年10月～段階的に廃止  二′二ヽ  
躍  琴ユ、‡．）  T音了′昭二    ’ミ乍1   誉 （存続）   （存続）  

件数・処理量  約1億3，600万   約2，600万   肇     二÷尋註～「ミ＝二丈、  約3，300万   約1，200万   

構成比   100％   約19％   J   染透塾 約24％   約9％   
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社会保険と労働保険の連携の推進について  

1．現 状   

（1）社会保険・労働保険徴収事務センターの設置（15年10月1日設置）  

保険料徴収事務を一元的に処理するため、全国の社会保険事務所（312カ所）に社会保険・労働保険  

徴収事務センターを設置。  

【実施事務】  

ア．社会保険及び労働保険に関する届出の受付（15年10月1日開始）  
・社会保険の算定基礎届及び労働保険の保険料申告書等の受付。  

・社会保険と労働保険の届出契機が同一の届出の一括受付（18年10月～）。  

イ．賃金・保険料額に関する事業所調査の実施（15年10月1日開始）  
・徴収や適用の適正化のための社会保険の調査官総合調査及び労働保険の算定基礎調査を実施。  

ウ．事業所説明会の開催（16年3月1日開始）  
・社会保険の算定基礎届説明会（毎年6月開催）及び労働保険の年度更新説明会（毎年3～4月開催）  

を開催。  

・事業所説明会の開催時期を統一（19年3月～）。  

エ．滞納整理の実施（16年4月1日開始）  
■社会保険と労働保険の保険料をいずれも滞納している事業所（共通滞納事業所）について、保険料  

の滞納整理を実施。  

（2）インターネットによる社会保険と労働保険に係る届出の一括受付（15年10月27日から順次実施）   

インターネットを利用して、事業主が365日24時間、自宅や会社から時間の制約なく保険料徴収関   

係の届出を含め、社会保険と労働保険の各種届出の共通項目については一括（7グループ19届出）して   
行うことができることとした。  
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2．今後の取組  

（1）  今回の改正事項   

①社会保険の算定基礎届と労働保険の年度更新の期限の統一（21年4月施行）  

労働保険における年度更新（当該年度の概算保険料及び前年度の確定保険料の申告納付）の期限を、社  

会保険の標準報酬月額の算定に関する届出の期限である7月10日に統一。  

（診現物給与の評価の統一（21年4月施行）  

報酬等の一部が通貨以外の現物（住居、食事等）で支払われる場合の評価について、厚生労働大臣が  

定めることに統一するとともに、現物給与の標準価額を都道府県単位で統一。   

③労働保険の適用事業所に関する資料の提供要求（公布日施行）  

社会保険と労働保険の連携の一環として、都道府県労働局等が社会保険事務所等の官公署に対し、事業  

所に関する情報提供を求めることを可能とする。  

出 その他の事項   

①社会保険・労働保険の申請・届出様式の共通化（20年4月から順次実施）  

申請契機が同一である申請・届出様式について、事業主の負担軽減等を図るため、様式ごとの記載事  

項の必要性も検証しつつ、共通様式化を進める。  
また、電子申請・ 届出システムの入力の合理化についても合わせて推進する。   

②社会保険・労働保険の適用の統一等（20年4月から施行）  

社会保険・労働保険の適用に関する通達について見直し、現行の法体系の下で可能な限りその解釈、  

表現の統一を図る。  

また、既に適用されている事業所t事業に関しても、現行の法体系の下で可能な限り、取扱いに差異  

があればその解消に努める。  

なお、将来的には統一事業主番号の付与を行うことも検討。   

③保険料の計算・賦課・納付の在り方  

社会保険・労働保険の保険料の計算・賦課・納付に閲し、事業主の利便性の向上等を図る観点から、  

賃金総額に着目する方法を社会保険に活用することを含め、その在り方について引き続き検討。  
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国民年金保険料に係る納付環境の整備について   

国民年金保険料の収納に関しては、口座振替の利用を促進するとともに、納めやすい環境を整備するため、コ  

ンビニエンスストアやインターネットによる保険料の納付を実施している。今般、これらに加えて、クレジット  

カードによる保険料の納付について、平成19年度中の実施が可能となるよう法的整備を進める。  

1．口座振菖   

保険料の割引（平成17年4月から実施）や納め忘れの防止などのメリットを周知することにより、0座  
振替による納付の促進を図る。   

【口座振替の利用率】  

【平成16年度末】 37％  【平成18年度末日標】 42％   【平成17年度末】 40％  

2．コンビニ納付  （平成16年2月から実施）  

（利用状況）  

平成16年度  

平成17年度  
347万件  
589万件  

3．インターネット等を活用した電子納付  （平成16年4月から実施）  

7万件   

14万件  

（利用状況）  

平成16年度  
平成17年度  

4．クレジットカード納付の導入  （平成19年度中に開始）〈改正事項〉  

クレジットカード納付を導入し、事務の効率化と納付率の向上を図り、口座振替による納付と合わせて、利  

用率50％を目指す。  
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学生納付特例事務法人の創設について  

○学生納付特例   

国民年金法第90条の3の規定により、学生等である被保険者又は学生等であった被保険者（以下「学生等被保険者」と   

いう。）の申請に基づき、学生等である期間又は学生等であった期間のうら社会保険庁長官が指定する期間に係る保険料に   

つき、保険料納付を猶予することとしている。  

○大学等の教育施設における手続の代行   

学生等被保険者の年金受給権の確保の観点から、学生納付特例を普及・推進するため、大学等の教育施設において、大学   

等の設置者が学生等被保険者の委託を受けて、学生納付特例に係る申請を代行することができることとする。  
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国民健康保険（市町村）との連携について  

一国民年金保険料等の未納者に対する国保短期被保険者証の活用－  

◎現在、国保保険料（税）の未納がある場合には、市町村の判断により、国保の短期被保険者証（短期証）を発行することができ   

るが、これに加え、国民年金保険料の未納がある場合についても、短期証を発行できることとする。  

○国保の短期証の仕組みは、市町村の窓口で短期証を発行することを通じて、市町村が保険料未納者との接触の機会を増やし、自主  

的な納付などを直接働きかけることを目的として設けられたもの。  

※短期証は、通常の被保険者証と比較して有効期限が短いのみで、市町村の窓口で検認・更新を経れば、医療機関においては通常どおり3割の窓  

口負担で受診が可能（資格証明書（窓口10割負担）とは異なる）。短期証の発行によって受喜多を抑制するものではない。  

○今回の措置は、国民年金保険料の納付が行われていない住矧こ対して、短期証の仕組みを通じて、負担能力のない方への免除措置  

や、未納者への自主的な納付の働きかけを行い、市町村が住民の年金受給権を確保することができるようにするもの。  

○今回の措置を実施する市町村に対しては、条件整備として、①未納者からの保険料の受領を可能とする（納付受託機関）、②住民の  

未納情報の提供、③住民の納付状況を確認するための情報端末装置の設置、④交付金による財政上の手当、といった措置を講ずる。  
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〈 市町村が保険料を受領できない【現行】〉  〈 市町村を納付受託機関とする 〉  

※ 市町村を納付受託機関とすることは、  

短期証の発行対象となる国民年金保険料の滞納者が被保険者証の更新等のために窓口を来  

訪した際に、滞納保険料をその場で支払うことができるようにするためのもの。  

市町村に国民年金保険料の徴収責任を負わせるものではない。  
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区民年金に関して市町村が行っている事務等について（現行制度）  

法 定 受  託  

第1号被保険者の資格の届出の受理等   

○ 資格の取得・喪失、種別変更の届出の受理   

○ 氏名、住所変更の届出の受理   

○ 任意加入の申出の受理及び事実の審査   

○ 国民年金手帳の再交付申請の受理   

○ 付加保険料の納付・納付辞退の申出の受理及び  

事実の審査 等  

年金たる給付の裁定請求の受理等   

○ 第1弓被保険者期間のみの者に係る老齢基礎  

年金、障害基礎年金等の裁定請求の受理及び事  

実の審査  

○ 年金額の改定の請求、氏名、住所、払渡方法の  

変更の届出の受理及び事実の審査 等  

保険料免除の申請の受理等   

○ 法定免除該当届・非該当届の受理及び事実の審  

査   

○ 申請免除、学生納付特例、若年者納付猶予の申  

請の受理及び事実の審査  
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社会保険制度内の連携について（1）  

保険医療機関等・介護サービス事業者に係る社会保険料の納付の促進  

◎社会保険制度においては、保険料の確保は欠くことのできない制度の存立基盤。このため、被保険者等による保険料の納付が重要であり、社会保   
険制度に関わる各関係者が、そのために力を合わせていく仕組みを整えることが必要。  

◎保険医療機関等や介護サービス事業者は、医療保険や介護保険といった保険料を主たる財源とする事業に参加し、当該保険料を原資とする幸闘州を   
受ける主体。社会保険料を自主的に納付していただいていることが、当該事業へ参加するための前提であり、これらの者が、社会保険料を確実に   

納付する仕組みが設けられていることが、制度に対する国民の公平感や信頼感を保つ上でも重要。  

※①介護保険料の年金から天引き（特別徴収）や、②平成20年度から実施される後期高齢者医療保険料（75歳以上）及び国保保険料（65歳～74歳）の年金か  

らの天引きなどを踏まえると、年金は医療保険及び介護保険を支える重要な原資。今後の高齢化の進展を見据えると、こうした傾向は更に強まっていく。  

◎社会保険に密接に関わる事業者による社会保険料の納付を促進する仕組みとして、長期間にわたって自主的な納付がない場合には、当該事業者の   

指定等（又は更新）を認めないこととすることが必要。併せて、国民年金保険料について、関係団体を通じた納付状況の確認等を可能とし、自主   

的な納付を促進する。  

◎社会保険に密接に関わる次の事業者の指定等の申請に当たり、長期間にわたって（※）、次のそれぞれの保険料の自主的な納付がなかった場合には、   

当該指定等（又は更新）を認めないこととする。  

○保険医療機関・保険薬局・指定訪問看護事業者  

①医療保険料（健康保険料、国民健康保険料、船員保険料、後期高齢者医療保険料等）、②年金保険料（厚生年金保険料、国民年金保険料等）  

○介護サービス事業者  

①介護保険料・医療保険料（健康保険料、国民健康保険料、船員保険料等）、②年金保険料（厚生年金保険料、国民年金保険料等）  

※今回の措置は、長期間にわたり自主的な保険料の納付がない場合（滞納処分が行われた後もなお正当な理由なく3か月以上引き続き滞納している場合）を対象とするも  

の。したがって、申請の際に当該欠格事由に該当していたとしても、その後、滞納分の保険料を自主的に納付し、再度申請が行われれば、指定拒否にはならない。  

※また、新規指定の申請の際と更新の際を対象とするものであり、指定の取消事由とするものではない。  

◎保険医療機関等や介護サービス事業者の関係団体が、当該団体の構成員等で未納となっている者に対し、国民年金保険料の納付状況の確認等を行う   

ことができることとするとともに、そのために必要な情報を社会保険庁から当該団体に提供できることとする。   



・介護サービス  旨定・更新について（匡   料の滞納の堤合  

《今回の措置の要件等》  

○ 保険医療機関等・介護サービス事業者の指定等を対象とする（保険医や介護支援専門員等の登録を対象とするものではない）。  

○ 開設者・管理者等が滞納処分（差押）を受けたにもかかわらず、その後も引き続き滞納状態が3か月以上続く場合が対象。   

（開設者・管理者等以外の従事者等は対象とならない。）  

滞納処分を受けたとしても、その後の保険料を納付していれば指定等は行われる。  

○ 指定申請と更新を対象とするものであり、指定等の取消しの対象とはしない。  

○ 要件該当で指定等が受けられなかった場合でも、その後、滞納分の保険料を納付して再申請を行えば、指定等は行われる。  

【今回の措置に係る流れ】  

○電話納付醤励  

○文書（催告状）による醤励  

○面談（戸別訪問）による督励  

○呼出（集合徴収）案内  

納付醤励  

指定を行わない   
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